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平
成
29
年
第
１
回
３
月
定
例
会
は
、
２
月
27
日
か
ら
３
月
21
日
ま
で
の
23
日
間
の
会
期
で

行
わ
れ
、
市
長
提
案
の
35
議
案
を
議
決
し
ま
し
た
。
定
例
会
の
日
程
と
議
案
、
議
決
結
果
な

ど
は
３
〜
６
ペ
ー
ジ
の
表
１
、
表
２
の
と
お
り
で
す
。

　

こ
こ
で
は
、
主
な
議
案
の
内
容
と
委
員
会
審
査
を
含
め
た
審
議
の
経
過
な
ど
に
つ
い
て
、

お
知
ら
せ
し
ま
す
。　
　
　
　
　

日次 日　付 会　議 内　　容
1 ２月 27日（月）本会議議案の提案と説明など
2  28 日（火）休　会議会運営委員会
3 ３月１日（水）休　会議案調査
4 ２日（木）本会議一般質問（１日目）
5 ３日（金）本会議一般質問（２日目）
6 ４日（土）休　会
7 ５日（日）休　会
8 ６日（月）委員会各常任委員会・分科会
9 ７日（火）委員会各常任委員会・分科会
10 ８日（水）委員会各常任委員会・分科会
11 ９日（木）休　会事務整理
12 10 日（金）休　会事務整理
13 11 日（土）休　会
14 12 日（日）休　会
15 13 日（月）休　会事務整理
16 14 日（火）委員会予算決算常任委員会
17 15 日（水）休　会事務整理
18 16 日（木）休　会議会運営委員会
19 17 日（金）休　会事務整理
20 18 日（土）休　会
21 19 日（日）休　会
22 20 日（月）休　会
23 21 日（火）本会議議案の採決など

表１　３月定例会の会期日程

平
成
29
年
度
相
馬
市
一
般
会
計
予
算
、

相
馬
市
バ
ス
タ
ー
ミ
ナ
ル
条
例
の
制
定
に
つ
い
て
な
ど
35
議
案
を
議
決

　
　　平
成
29
年
度
一
般
会
計
予
算
は
196
億
700
万
円

　
主
な
審
議
内
容
は
以
下
の
と

お
り
で
す
。

現
市
民
プ
ー
ル
の
解
体
等
の

費
用

　

現
市
民
プ
ー
ル
の
解
体
等

の
費
用
と
し
て
、
８
、
９
７

３
万
５
、
０
０
０
円
が
計
上

さ
れ
て
い
ま
す
。

　

◎
委
員
会
審
査

　
　

新
市
民
プ
ー
ル
の
管
理

に
つ
い
て
詳
細
を
問
う
。

　
　

ス
ポ
ー
ツ
ア
カ
デ
ミ
ー

相
馬
に
業
務
委
託
を
考
え
て

い
る
。
監
視
体
制
に
つ
い
て

は
５
名
体
制
で
行
っ
て
い

く
。

水
産
物
等
直
売
施
設
の
整
備

委
託
料

　

水
産
物
直
売
施
設
整
備
の

実
施
設
計
と
調
査
業
務
の
委

託
料
と
し
て
、
１
、
８
４
５

万
３
，
０
０
０
円
が
計
上
さ

れ
て
い
ま
す
。

　

◎
委
員
会
審
査

　
　

水
産
物
等
直
売
施
設
の

構
想
を
問
う
。

　
　

２
階
に
展
望
レ
ス
ト
ラ

　
　
　
　　  

　【
議
案
第
27
号
】

ン
、
１
階
に
安
価
な
魚
や
お

土
産
が
買
え
る
コ
ー
ナ
ー
な

ど
を
常
設
す
る
と
い
う
検
討

結
果
が
出
て
い
る
。
な
お
、

建
設
場
所
に
つ
い
て
は
、
港

湾
施
設
内
の
旧
ポ
ー
ト
セ
ン

タ
ー
跡
地
を
考
え
て
お
り
、

県
港
湾
建
設
事
務
所
等
と
協

議
中
で
あ
る
。

旧
庁
舎
の
解
体
工
事
に
伴
う

実
施
設
計
の
委
託
料

　

旧
庁
舎
解
体
事
業
に
お
け

る
実
施
設
計
の
修
正
を
行
う

た
め
の
委
託
料
と
し
て
、
184

万
７
，
０
０
０
円
が
計
上
さ

れ
て
い
ま
す
。　

　

◎
委
員
会
審
査

　
　

事
業
の
詳
細
を
問
う
。

　
　

旧
庁
舎
解
体
の
実
施
設

計
は
平
成
25
年
に
行
っ
て
い

る
が
、
ア
ス
ベ
ス
ト
に
つ
い

て
十
分
把
握
さ
れ
て
い
な

か
っ
た
こ
と
が
判
明
し
た
た

め
、
平
成
28
年
度
に
調
査
を

行
い
、
判
明
し
た
ア
ス
ベ
ス

ト
の
撤
去
費
用
を
含
ん
だ
実

施
設
計
に
修
正
を
す
る
も
の

で
あ
る
。

松
川
浦
大
橋
の
ラ
イ
ト
ア
ッ

プ
を
実
施

　

海
水
浴
場
周
辺
へ
の
ト
イ

レ
や
シ
ャ
ワ
ー
の
設
置
、
松

川
浦
大
橋
の
ラ
イ
ト
ア
ッ
プ

に
か
か
る
電
気
代
等
の
費
用

と
し
て
、
290
万
７
，
０
０
０

円
が
計
上
さ
れ
て
い
ま
す
。

　　

◎
委
員
会
審
査

　
　

松
川
浦
大
橋
の
ラ
イ
ト

ア
ッ
プ
の
実
施
時
期
を
問
う
。

　
　

平
成
29
年
度
に
つ
い
て

産
業
廃
棄
物
埋
立
処
分
場

（
光
陽
地
内
）

産
業
廃
棄
物
埋
立
処
分
場
の

　
長
期
的
な
維
持
管
理
費
用
を
積
み
立
て　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【
議
案
第
２
号
】       

　

廃
棄
物
処
理
法
に
よ
り
最

終
処
分
場
の
設
置
者
は
埋
め

立
て
完
了
後
に
必
要
と
な
る

維
持
管
理
費
用
を
埋
立
期
間

中
に
あ
ら
か
じ
め
積
み
立
て

る
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
て

お
り
、
埋
立
処
分
手
数
料
の

一
部
を
基
金
と
し
て
積
み
立

て
る
た
め
に
条
例
を
制
定
し

ま
す
。

　

条
例
は
、
４
月
１
日
か
ら

　
市
民
プ
ー
ル
管
理
運
営
経
費
、

　
　
　
　
　
水
産
物
等
直
売
施
設
整
備
事
業
委
託
料
な
ど

公
共
交
通
機
関
の
拠
点

  

相
馬
市
バ
ス
タ
ー
ミ
ナ
ル
条
例
の
制
定

　　

   　
　
　

  　
　
　
　

    

【
議
案
第
１
号
】       

　

常
磐
自
動
車
道
、
相
馬
福

島
道
路
の
公
共
交
通
ル
ー
ト

の
拠
点
と
し
て
、
利
用
者
の

利
便
性
向
上
を
図
る
た
め
に

整
備
を
進
め
て
い
る
バ
ス

タ
ー
ミ
ナ
ル
に
つ
い
て
、
４

月
１
日
か
ら
相
馬
市
バ
ス

タ
ー
ミ
ナ
ル
と
し
て
供
用
開

始
す
る
た
め
、
そ
の
目
的
、

利
用
方
法
に
つ
い
て
の
条
例

を
制
定
し
ま
す
。

4月１日より供用が開始されたバスターミナル
（山上字山岸地内）

相
馬
市
バ
ス
タ
ー
ミ
ナ
ル
条
例
の
制
定

　

◎
委
員
会
審
査

　
　

自
動
販
売
機
設
置
に
つ

い
て
問
う
。

　
　

ご
み
等
の
問
題
も
あ

り
、
現
在
市
と
し
て
設
置
す

る
考
え
は
な
い
。

　

将
来
的
に
は
、
状
況
を
見

て
個
別
に
考
え
て
い
き
た

い
。

４
月
15
日
よ
り
ラ
イ
ト
ア
ッ
プ
が

開
始
さ
れ
た
松
川
浦
大
橋

平成 29 年度から解体が始まる　
現市民プール（中村字北町地内）

は
、
通
年
実
施
す
る
こ
と
で

協
議
を
し
て
い
る
。
松
川
浦

大
橋
を
４
月
以
降
に
漁
業
、

工
事
関
係
者
等
が
通
行
で
き

る
よ
う
に
県
で
協
議
を
進
め

て
い
て
い
る
の
で
、
そ
の
時

期
に
合
わ
せ
、
ラ
イ
ト
ア
ッ

プ
を
開
始
し
て
い
き
た
い
。

施
行
さ
れ
て
い
ま
す
。

◎
委
員
会
審
査

　
　

積
み
立
て
ら
れ
た
基
金

の
使
途
に
つ
い
て
問
う
。

　
　

使
い
道
に
つ
い
て
限
定

は
な
い
が
、
こ
の
基
金
の
目

的
は
産
業
廃
棄
物
の
将
来
の

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
料
金
を
積
み

立
て
る
こ
と
が
最
優
先
と
な

る
こ
と
か
ら
、
現
時
点
で
は

こ
の
運
用
以
外
に
使
い
道
は

な
い
と
考
え
て
い
る
。

新
し
い
市
民　
　
　

         
　

プ
ー
ル
が
完
成　

　
　
　

 【
議
案
第 

９
号
】       

新
し
い
市
民　
　
　

　

新
し
い
市
民
プ
ー
ル
が

桜
ヶ
丘
地
内
に
完
成
（
３
月

22
日
）
し
た
こ
と
か
ら
、
相

馬
市
民
プ
ー
ル
の
位
置
、
使

用
料
及
び
附
属
設
備
使
用
料

を
改
正
し
ま
す
。

　

本
条
例
は
、
新
し
い
市
民

プ
ー
ル
の
オ
ー
プ
ン
日
で
あ

る
５
月
21
日
か
ら
施
行
し
ま

す
。

３
月
22
日
に
落
成
式
を
迎
え

た
新
し
い
市
民
プ
ー
ル
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概
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原
子
力
損
害
賠
償
紛
争
解
決
セ
ン
タ
ー
へ

　
　

和
解
の
仲
介
の
申
し
立
て

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【
議
案
第
11
号
】       

　

東
京
電
力
株
式
会
社
福
島

第
一
原
子
力
発
電
所
の
事
故

に
伴
い
、
相
馬
市
が
支
出
を

余
儀
な
く
さ
れ
た
費
用
に
つ

い
て
、
同
社
に
支
払
い
を
求

め
る
も
の
で
す
。

　

同
社
が
相
馬
市
に
対
し
て

い
ま
だ
に
支
払
い
を
行
っ
て

い
な
い
金
額
に
つ
い
て
、
原

子
力
損
害
賠
償
紛
争
解
決
セ

ン
タ
ー
（
※
１
）
に
和
解
の

申
立
て
を
行
う
も
の
で
す
。

　

本
申
立
て
は
相
馬
市
顧
問

弁
護
士
に
委
任
し
ま
す
。

※
１　

原
子
力
損
害
賠
償
に

関
す
る
法
律
に
基
づ
き
、
文

部
科
学
省
の
原
子
力
損
害
賠

償
紛
争
審
査
会
の
も
と
に
設

置
さ
れ
た
裁
判
外
の
紛
争
解

決
手
続
を
行
う
機
関
。

　

　

◎
委
員
会
審
査

　
　

県
内
に
お
け
る
自
治
体

の
和
解
の
申
し
立
て
状
況
を

問
う
。

　
　

県
内
の
申
し
立
て
は
、

ほ
と
ん
ど
が
企
業
会
計
で
あ

る
。

　

福
島
市
に
お
い
て
は
、
上

水
道
事
業
に
つ
い
て
和
解
を

申
し
立
て
、
申
し
立
て
額
に

対
し
て
88
・
８
％
の
割
合
で

和
解
し
た
と
聞
い
て
い
る
。

　

相
馬
地
方
広
域
市
町
村
圏

組
合
に
お
い
て
は
、
一
般
会

計
と
看
護
学
校
の
特
別
会
計

に
つ
い
て
、
人
件
費
や
サ
ー

ベ
イ
メ
ー
タ
ー
の
購
入
費
等

を
請
求
し
、
申
立
て
額
に
対

し
て
97
・
９
％
の
割
合
で
和

解
し
て
い
る
。

　

市
の
一
般
会
計
に
つ
い
て

申
し
立
て
た
の
は
相
馬
市
が

最
初
で
あ
る
と
考
え
て
い

る
。

年度 請求額 支払い済み額 未払い額

平成 23年 51,045,302 円　   26,303,220 円 24,742,082 円

平成 24年 150,239,420 円 12,918,787 円 137,320,633 円

平成 25年 84,775,862 円 19,805,284 円 64,970,578 円

平成 26年 47,707,419 円 7,303,798 円 40,403,621 円

年度別原子力災害賠償請求未払い額一覧表

　

地
域
住
民
の
新
た
な
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
形
成
に
寄
与
す

る
と
と
も
に
、
児
童
に
学
習

の
場
を
提
供
し
、
子
育
て
環

境
の
充
実
を
図
る
た
め
、
相

馬
市
西
部
子
ど
も
公
民
館
を

設
置
し
ま
す
。（
所
在
地
＝

黒
木
字
町
67
番
地
の
１
）。

　

条
例
は
、
４
月
１
日
か
ら

施
行
さ
れ
て
い
ま
す
。

西
部
子
ど
も
公
民
館
落
成
式
に
て
祝
辞
を

述
べ
る
植
村
議
長
（
４
月
５
日
）

黒
木
字
町
地
内
に
完
成
し
た
西
部
子
ど
も
公
民
館

完成した施設を確認して回る文教厚生常任委員ら

議案
番号 件           名 審議結果 付　託

委員会

１ 相馬市バスターミナル条例の制定につ
いて

原案可決
総　　務

全会一致

２ 相馬市産業廃棄物埋立処分場維持管理
基金条例の制定について

原案可決
文教厚生

全会一致

３ 相馬市地区集会所条例の一部を改正す
る条例について

原案可決
総　　務

全会一致

４
東日本大震災による被災者に対する市
税等の減免に関する条例の一部を改正
する条例について

原案可決
文教厚生

全会一致

５ 相馬市子ども公民館条例の一部を改正
する条例について

原案可決
文教厚生

全会一致

６
特別職の職員で非常勤のものの報酬及
び費用弁償に関する条例の一部を改正
する条例について

原案可決
文教厚生

全会一致

７ 相馬市介護保険条例の一部を改正する
条例について

原案可決
文教厚生

全会一致

８ 相馬市営住宅の設置及び管理に関する
条例の一部を改正する条例について

原案可決
産業建設

全会一致

９ 相馬市スポーツ施設条例の一部を改正
する条例について

原案可決
文教厚生

全会一致

１０

相馬市議会議員及び相馬市長の選挙に
おける選挙運動用自動車の使用の公営
に関する条例等の一部を改正する条例
について

原案可決
総　　務

全会一致

１１和解の仲介の申立てについて
原案可決

総　　務
全会一致

１２公の施設の指定管理者の指定について
原案可決

文教厚生
全会一致

１３公の施設の指定管理者の指定について
原案可決

文教厚生
全会一致

１４公の施設の指定管理者の指定について
原案可決

文教厚生
全会一致

１５公の施設の指定管理者の指定について
原案可決

産業建設
全会一致

１６公の施設の指定管理者の指定について
原案可決

産業建設
全会一致

１７公の施設の指定管理者の指定について
原案可決

文教厚生
全会一致

１８公の施設の指定管理者の指定について
原案可決

文教厚生
全会一致

１９公の施設の指定管理者の指定について
原案可決

文教厚生
全会一致

表２　３月定例会の審議結果

地
域
の
子
育
て
環
境
の
充
実
を

　
　  

　
　
西
部
子
ど
も
公
民
館
を
設
置　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【
議
案
第
５
号
】       

【
議
案
第
８
号
】

　

一
般
市
営
住
宅
24
戸
（
山

越
団
地
６
戸
、
長
谷
堂
団
地

16
戸
、
細
田
団
地
２
戸
）
を

老
朽
化
に
よ
り
解
体
し
た
こ

と
に
伴
い
、
戸
数
に
変
更
が

生
じ
た
た
め
、
条
例
を
改
正

し
ま
す
。

【
議
案
第
10
号
】

　

公
職
選
挙
法
施
行
令
の
一

部
改
正
に
伴
い
、
選
挙
運
動

費
用
に
関
す
る
公
費
負
担
の

年
３
月
31
日
ま
で
延
長
さ
れ

る
こ
と
か
ら
、
そ
の
減
免
期

間
を
同
日
ま
で
延
長
し
ま

す
。

【
議
案
第
６
号
】

　

発
達
障
が
い
児
等
相
談
支

援
事
業
に
お
け
る｢

巡
回
相

談
支
援
員｣

を
非
常
勤
の
特

別
職
に
加
え
る
た
め
、
条
例

を
改
正
し
ま
す
。

【
議
案
第
７
号
】

　

介
護
保
険
法
施
行
令
の
一

部
改
正
に
伴
い
、
所
得
金
額

か
ら
長
期
譲
渡
所
得
及
び
短

期
譲
渡
所
得
を
控
除
し
た
額

を
用
い
た
平
成
29
年
度
の
保

険
料
率
の
特
例
を
設
け
る
た

め
、
条
例
を
改
正
し
ま
す
。

そ
の
他
の
議
案

　

議
案
番
号
で
掲
載
し
て
い

ま
す
。
件
名
や
議
決
結
果
な

ど
は
、
表
２
を
ご
覧
く
だ
さ

い
。

【
議
案
第
３
号
】

　

防
災
集
団
移
転
促
進
事
業

に
伴
い
、
進
め
て
き
た
各
住

宅
団
地
内
集
会
所
整
備
が
完

了
し
た
こ
と
か
ら
、
刈
敷
田

南
集
会
所
、北
高
野
集
会
所
、

南
ノ
入
集
会
所
、
鷲
山
集
会

所
の
４
集
会
所
を
追
加
す
る

た
め
、
条
例
の
一
部
を
改
正

し
ま
す
。

【
議
案
第
４
号
】

　

平
成
29
年
３
月
31
日
ま
で

と
な
っ
て
い
た
原
子
力
発
電

所
事
故
に
よ
る
警
戒
区
域
等

か
ら
の
転
入
者
に
対
す
る
国

民
健
康
保
険
税
及
び
介
護
保

険
料
の
減
免
に
つ
い
て
、
緊

急
時
避
難
準
備
区
域
等
が
解

除
さ
れ
た
区
域
か
ら
転
入
し

た
上
位
所
得
層
を
除
き
、
国

の
財
政
支
援
措
置
が
平
成
30

限
度
額
が
引
き
上
げ
ら
れ
た

た
め
、条
例
を
改
正
し
ま
す
。

【
議
案
第
12
号
〜
議
案
第
19

号
】

　

次
の
と
お
り
各
施
設
の
指

定
管
理
者
を
指
定
し
ま
す
。

（　

）
は
指
定
さ
れ
た
管
理

者
で
す
。

・
東
部
子
ど
も
公
民
館
（
社

会
福
祉
法
人　

報
徳
会
）

・
中
央
児
童
セ
ン
タ
ー
（
特

定
非
営
利
活
動
法
人　

ふ
れ

あ
い
サ
ポ
ー
ト
館
ア
ト
リ

エ
）

・
川
原
町
児
童
セ
ン
タ
ー（
社

会
福
祉
法
人　

報
徳
会
）

・
水
産
業
共
同
利
用
施
設（
相

馬
双
葉
漁
業
協
同
組
合
）

・
道
の
駅
そ
う
ま
体
験
実
習

館
（
特
定
非
営
利
活
動
法
人

　

ラ
イ
フ
ネ
ッ
ト
そ
う
ま
）

・
光
陽
ソ
フ
ト
ボ
ー
ル
場（
特

定
非
営
利
活
動
法
人　

オ
ー

ル
相
馬
軍
ソ
フ
ト
ボ
ー
ル
倶

楽
部
）
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3
月
定
例
会
の
概
要

議案
番号 件           名 審議結果 付　託

委員会

３４福島県最低賃金の引き上げと早期発効を求める意見書
原案可決

付託なし
全会一致

３５農業者戸別所得補償制度の復活を求める意見書
原案可決

付託なし
全会一致

表３　３月定例会の審議結果（委員会提案）

【
議
案
第
34
号
・
第
35
号
】

　

政
府
と
関
係
機
関
に
意
見

書
を
提
出
し
ま
す
。
内
容
は

７
ペ
ー
ジ
の
と
お
り
で
す
。

議案
番号 件           名 審議結果 付　託

委員会

２０平成 28 年度相馬市一般会計補正予算（第５号）
原案可決

付託なし
全会一致

２１平成 28 年度相馬市国民健康保険特別会計補正予算（第３号）
原案可決

付託なし全会一致

２２平成 28 年度相馬市後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号）
原案可決

付託なし
全会一致

２３平成 28 年度相馬市介護保険特別会計補正予算（第４号）
原案可決

付託なし
全会一致

２４平成 28 年度相馬市公共下水道事業特別会計補正予算（第４号）
原案可決

付託なし
全会一致

２５平成 28 年度相馬市農業集落排水事業特別会計補正予算（第３号）
原案可決

付託なし
全会一致

２６平成 28 年度相馬市光陽地区造成事業特別会計補正予算（第３号）
原案可決

付託なし
全会一致

２７平成 29年度相馬市一般会計予算
原案可決

予算決算
全会一致

２８平成 29 年度相馬市国民健康保険特別会計予算
原案可決

予算決算
全会一致

２９平成 29 年度相馬市後期高齢者医療特別会計予算
原案可決 予算決算
全会一致

３０平成 29 年度相馬市介護保険特別会計予算
原案可決

予算決算
全会一致

３１平成 29 年度相馬市公共下水道事業特別会計予算
原案可決

予算決算
全会一致

３２平成 29 年度相馬市農業集落排水事業特別会計予算
原案可決

予算決算
全会一致

３３平成 29 年度相馬市光陽地区造成事業特別会計予算
原案可決

予算決算
全会一致

表２（５ページのつづき）

議案
番号 件           名 審議結果 付　託

委員会

１ 福島県最低賃金の引き上げと早期発効
を求める意見書提出の請願

原案可決
産業建設

全会一致

表４　３月定例会の請願審議結果

議案
番号 件           名 審議結果 付　託

委員会

１ 相馬市住民投票条例の制定を求める陳
情

不 採 択 総　　務
全会一致

２ 農業者戸別所得補償制度の復活を求め
る意見書提出の陳情

原案可決 産業建設
全会一致

表５　３月定例会の陳情審議結果

請
　
　
願

陳
　
　
情

　

請
願
番
号
で
掲
載
し
て
い

ま
す
。
件
名
や
議
決
結
果
な

ど
は
表
４
を
ご
覧
く
だ
さ

い
。

　

陳
情
番
号
で
掲
載
し
て
い

ま
す
。
件
名
や
議
決
結
果
な

ど
は
表
５
を
ご
覧
く
だ
さ

い
。

【
陳
情
第
１
】

　

常
に
市
民
が
直
接
市
政
に

参
加
で
き
る
体
制
と
し
て
、

相
馬
市
住
民
投
票
条
例
の
制

定
を
求
め
る
。

【
陳
情
第
２
】

　

市
議
会
か
ら
関
係
機
関
に

農
業
者
戸
別
所
得
補
償
制
度

の
復
活
を
求
め
る
意
見
書
を

提
出
し
て
ほ
し
い
。

・
光
陽
サ
ッ
カ
ー
場
（
Ｎ
Ｐ

Ｏ
法
人
ド
リ
ー
ム
サ
ッ
カ
ー

相
馬
）

・
復
興
交
流
支
援
セ
ン
タ
ー

（
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
ド
リ
ー
ム

サ
ッ
カ
ー
相
馬
）

【
議
案
第
20
号
〜
議
案
第
26

号
】

　

各
種
事
業
の
精
査
な
ど
に

伴
う
平
成
28
年
度
会
計
の
補

正
予
算
で
す
。

　　　　会　　　　計 予算額
国民健康保険特別会計 4,667,000,000
後期高齢者医療特別会計 397,000,000
介護保険特別会計 3,434,000,000
公共下水道事業特別会計 1,654,000,000
農業集落排水事業特別会計 35,000,000
光陽地区造成事業特別会計 802,000,000

平成 29 年度相馬市特別会計予算   （単位：円）

【
請
願
第
１
】

　

市
議
会
か
ら
関
係
機
関
に

福
島
県
最
低
賃
金
の
引
き
上

げ
な
ど
を
求
め
る
意
見
書
を

提
出
し
て
ほ
し
い
。

【
議
案
第
28
号
〜
第
33
号
】

　

平
成
29
年
度
各
特
別
会
計

予
算
で
す
。
予
算
額
に
つ
い

て
は
、
下
表
を
ご
覧
く
だ
さ

い
。

福
島
県
最
低
賃
金
の
引
き
上
げ
と
早
期
発
効
を
求
め
る
意
見
書　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
議
案
第
34
号
）　

　

最
低
賃
金
制
度
は
、
非
正
規
労
働
者
を
含
む
す
べ
て
の
労
働
者
の
賃
金
の
最
低
額
を
法
律
に

よ
り
保
障
す
る
も
の
で
あ
り
、
毎
年
、
中
央
最
低
賃
金
審
議
会
が
作
成
す
る
「
目
安
額
」
を
参

考
に
各
都
道
府
県
最
低
賃
金
審
議
会
の
審
議
を
経
て
、
地
域
別
最
低
賃
金
を
決
定
す
る
こ
と
と

さ
れ
て
お
り
ま
す
。

　
（
中
略
）

　

最
低
賃
金
の
引
き
上
げ
は
、
全
労
働
者
の
四
割
に
も
達
し
よ
う
と
し
て
い
る
非
正
規
労
働
者

の
所
得
の
向
上
に
直
結
し
、
内
需
の
拡
大
に
寄
与
す
る
こ
と
か
ら
、
日
本
経
済
が
デ
フ
レ
か
ら

の
脱
却
を
は
か
り
持
続
可
能
な
経
済
の
好
循
環
に
結
び
付
け
る
た
め
に
は
、
最
低
賃
金
の
大
幅

な
引
き
上
げ
が
必
要
不
可
欠
で
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
二
〇
一
九
年
十
月
に
予
定
さ
れ
て
い
る
消

費
税
率
の
引
き
上
げ
が
、
非
正
規
労
働
者
に
与
え
る
影
響
を
考
え
た
場
合
、
最
低
賃
金
が
持
つ

セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
機
能
を
維
持
す
る
た
め
に
も
物
価
上
昇
と
消
費
税
率
の
引
き
上
げ
分
を
考

慮
し
た
最
低
賃
金
額
の
引
き
上
げ
が
必
要
と
な
り
ま
す
。
併
せ
て
、
福
島
県
の
復
興
を
促
進
さ

せ
る
う
え
で
も
、
最
低
賃
金
の
引
き
上
げ
に
よ
り
、
一
定
水
準
の
賃
金
が
確
保
さ
れ
る
こ
と
は
、

県
内
の
労
働
力
の
確
保
や
若
年
層
を
中
心
と
し
た
労
働
人
口
の
県
外
流
出
に
歯
止
め
を
か
け
る

う
え
で
非
常
に
重
要
な
事
と
な
り
ま
す
。　

（
中
略
）

　

よ
っ
て
、
本
相
馬
市
議
会
は
福
島
県
の
一
層
の
発
展
を
は
か
る
た
め
、
最
低
賃
金
法
の
趣
旨

を
ふ
ま
え
、
福
島
県
最
低
賃
金
に
関
す
る
、
左
記
の
事
項
に
つ
い
て
強
く
要
望
し
ま
す
。

記

一
、 

福
島
県
最
低
賃
金
に
つ
い
て
は
、
政
府
が
掲
げ
る
「
年
率
３
％
程
度
を
目
途
に
引
き

上
げ
、
全
国
平
均
で
千
円
を
目
指
す
」
と
の
方
針
に
沿
っ
て
、
相
応
の
引
き
上
げ
を
行
う
こ
と
。

（
中
略
）

　

以
上
、
地
方
自
治
法
第
九
十
九
条
の
規
定
に
よ
り
意
見
書
を
提
出
す
る
。

（
提
出
先　

内
閣
総
理
大
臣　

厚
生
労
働
大
臣　

福
島
労
働
局
長
）

農
業
者
戸
別
所
得
補
償
制
度
の
復
活
を
求
め
る
意
見
書　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
議
案
第
35
号
）　　
　

　　

米
価
が
生
産
費
を
大
き
く
下
回
る
水
準
に
下
落
し
、
多
く
の
稲
作
農
家
が｢
こ
れ
で
は
作
り

続
け
ら
れ
な
い｣

と
い
う
状
況
が
生
ま
れ
て
い
ま
す
。
ま
た｢

安
い
コ
メ｣

の
定
着
に
よ
っ
て
、

生
産
者
だ
け
で
な
く
コ
メ
の
流
通
業
者
の
経
営
も
立
ち
行
か
な
い
状
況
と
な
っ
て
い
ま
す
。

（
中
略
）

　

平
成
二
十
五
年
度
ま
で
は
、
主
要
農
産
物
（
米
、
麦
、
大
豆
な
ど
）
の
生
産
を
行
っ
た
販
売

農
業
者
に
対
し
て
、
生
産
に
要
す
る
費
用
（
全
国
平
均
）
と
販
売
価
格
（
全
国
平
均
）
と
の
差

額
を
基
本
に
交
付
す
る｢

農
業
者
戸
別
所
得
補
償
制
度｣

が
と
ら
れ
、
多
く
の
稲
作
農
家
の
再

生
産
と
農
村
を
支
え
て
い
ま
し
た
。

　

平
成
二
十
六
年
度
か
ら
は｢

経
営
所
得
安
定
対
策｣

に
切
り
替
わ
り
、
米
に
つ
い
て
は
10
ａ

あ
た
り
七
千
五
百
円
の
交
付
金
へ
と
引
き
下
げ
ら
れ
、
稲
作
農
家
の
離
農
が
加
速
し
、
地
域
が

い
っ
そ
う
疲
弊
し
て
い
ま
す
。
し
か
も
、
こ
の
制
度
も
平
成
三
十
年
産
米
か
ら
廃
止
さ
れ
よ
う

と
し
て
い
ま
す
。

（
中
略
）

　

私
た
ち
は
、
い
ま
こ
そ
欧
米
で
は
当
た
り
前
と
な
っ
て
い
る
、
経
営
を
下
支
え
す
る
政
策
を

確
立
す
る
こ
と
が
必
要
だ
と
考
え
ま
す
。
そ
う
し
た
観
点
か
ら
、
当
面
、
生
産
費
を
つ
ぐ
な
う

農
業
者
戸
別
所
得
補
償
制
度
を
復
活
さ
せ
て
、
国
民
の
食
糧
と
地
域
経
済
、
環
境
と
国
土
を
守

る
こ
と
を
求
め
ま
す
。

以
上
の
理
由
に
よ
り
、
左
記
事
項
の
実
現
に
つ
い
て
、
地
方
自
治
法
第
九
十
九
条
の
規
定
に
よ

り
意
見
書
を
提
出
し
ま
す
。

記

一　

農
業
者
戸
別
所
得
補
償
制
度
を
復
活
さ
せ
る
こ
と
。

（
提
出
先　

衆
議
院
議
長　

参
議
院
議
長
）


